
1．基本財産及び特定資産の明細

「財務諸表に対する注記」に記載のとおり。

附属明細書



１．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券…償却原価法(定額法)を採用している。

(2)固定資産の減価償却の方法

　什器備品･･･定額法による減価償却を実施している。

(3)消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．金融商品の状況

(1)金融商品に対する取り組み方針

　当法人は、事業財源の相当部分を運用益によって賄うため、債券により資産運用する。

なお、デリバティブ取引は行わない方針である。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　投資有価証券は、債券であり、発行体の信用リスク、市場価格の変動リスクにさらされている。

(3)金融商品のリスクに係る管理体制

①　基本財産管理規程に基づく取引

　　金融商品の取引は、当法人の基本財産管理規程に基づき行う。

②　信用リスクの管理

　　債券については、発行体の状況を定期的に把握し、理事会に報告する。

③　市場リスクの管理

　　債券については、関連する市場の動向を把握し、運用状況を理事会に報告する。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
(単位：円)

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　投資有価証券 2,094,253,892 101,502,700 101,981,438 2,093,775,154

　定期預金 9,332,581 1,063,000 0 10,395,581

小　計 2,103,586,473 102,565,700 101,981,438 2,104,170,735

特定資産

　運営強化資金引当預金 34,213,000 0 0 34,213,000

　支払助成金加算積立資産 20,000,000 0 0 20,000,000

小　計 54,213,000 0 0 54,213,000

合　計 2,157,799,473 102,565,700 101,981,438 2,158,383,735

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
(単位：円)

科　目 当期末残高
(うち指定正味財産か

らの充当額)
(うち一般正味財産か

らの充当額)
(うち負債に
対応する額)

基本財産

　投資有価証券 2,093,775,154 (2,093,775,154) (0) (0)

　定期預金 10,395,581 (10,395,581) (0) (0)

小　計 2,104,170,735 (2,104,170,735) (0) (0)

特定資産

　運営強化資金引当預金 34,213,000 (0) (34,213,000) (0)

　支払助成金加算積立資産 20,000,000 (0) (20,000,000) (0)

小　計 54,213,000 (0) (54,213,000) (0)

合　計 2,158,383,735 (2,104,170,735) (54,213,000) (0)

財務諸表に対する注記

  その他の有価証券…決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は、移動平均法）によっている。

　　　　　　 但し、法人税法の改正(所得税法等の一部を改正する法律(平成19年3月30日法律第6号)及び
           法人税法施行令の一部を改正する政令(平成19年3月30日政令83号))に伴い、平成19年3月31日
           以前に取得した有形固定資産については、法人税法改正後最初の事業年度である平成20年度、
           または償却可能限度額まで償却が終了した翌期のいずれか遅い方の事業年度から5年間で均等
　　　　　 償却する方法によっている。

　ソフトウェア･･･自社利用のソフトウェアであり、利用可能期間を5年と見積もり、定額法により減価償
　　　　　　　　却を実施している。



５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

什器備品 1,410,970 1,056,599 354,371

ソフトウェア 1,760,400 301,302 1,459,098

合　計 3,171,370 1,357,901 1,813,469

６．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円)

科　目 帳簿価額 時　価 評価損益

日本国債 227,607,712 235,308,270 7,700,558

政府機関債 40,022,699 40,131,560 108,861

地方債 202,350,621 223,611,900 21,261,279

社債 1,426,636,822 1,533,010,092 106,373,270

合　計 1,896,617,854 2,032,061,822 135,443,968

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

金　額

経常収益への振替額

　基本財産受取利息 34,845,177

８．関連当事者との取引の内容

９．その他
　特定資産のうち、できるだけ多くの助成金を長期安定的に確保するため、平成31年度から平成40年度ま
での通常の支払助成金に加算して使用する「支払助成金加算積立資産」を設定している。
（積立限度額は2,000万円｡資産の増減､財源については注記３，４のとおり）

内　容

　該当事項なし。
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